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令和３年度長崎県公共事業評価監視委員会意見書 

 
 

諮問があった再評価対象４２事業及び事後評価対象５事業に

ついては、いずれも対応方針（原案）どおり認める。 

 

【参 考】 

１． 審議過程における主な意見 
 

・長崎水害緊急ダム事業（浦上ダム） 

浦上ダム事業は、昭和５７年の長崎大水害を契機に始ま

った大規模事業であるが、すでに３８年が経過している。 

今後は共同事業者である長崎市の水道事業計画との整合

を緊密に図るとともに、「防災･減災、国土強靭化のための

５か年加速化対策」予算を活用するなどして着実に事業が

進捗するよう努められたい。 

 

・矢の平川大規模特定砂防事業（砂防ダム） 

７月上旬に静岡県熱海市で発生した大規模な土石流で

は、多くの犠牲者が出るなど甚大な被害が発生している。

また、大雨特別警報が発表された先月の豪雨では、雲仙市

においてがけ崩れが発生して人命が奪われるなど、本県に

おいても豪雨による災害が頻発している。 

ひとたび土砂災害が発生すると甚大な被害となることか

ら、早期完成できるよう努められたい。 

 

 ２．令和３年度の審議経過 

 

・第１回委員会（令和３年７月２７日開催） 

再評価及び事後評価対象事業の説明及び審議 

現地調査及び詳細審議箇所の選定（３事業） 

 

・第２回委員会（令和３年８月２３日開催） 

再評価対象事業の現地調査及び詳細審議 



＜別記　４＞

令和3年9月作成

担当部 担当課 対象事業数 県事業 市町村事業 備  考

水産部 3 2 1
漁港漁場課 3 2 1

農林部 0 0 0
農村整備課 0 0 0
森林整備室 0 0 0

県民生活環境部 0 0 0
水環境対策課 0 0 0

土木部 39 28 11
都市政策課 0 0 0
道路建設課 9 9 0
道路維持課 6 0 6
港湾課 4 4 0
河川課 5 5 0
砂防課 10 10 0
住宅課 5 0 5

合　計 42 30 12

令和3年度　再評価対象事業数一覧



位 置 図

（別記５）令和３年度 再評価対象事業位置図

●： 漁港漁場課
●： 農村整備課
●： 森林整備室
●： 水環境対策課
●： 都市政策課
●： 道路建設課
●： 道路維持課
●： 港湾課
●： 河川課
●： 砂防課
●： 住宅課

凡例

漁港-2 奥浦地区 水産流通基盤整備事業

漁港-1 長崎地区 水産流通基盤整備事業

漁港-3 戸石地区 海岸高潮対策事業

道建-1 （国）251号（出平有明バイパス） 道路改築事業

道建-2 （一）富川渓線（富川工区） 道路改築事業

道建-4 （主）佐々鹿町江迎線（鹿町工区） 道路改築事業

道建-5 （主）平戸田平線（向月工区） 道路改築事業

道建-6 （一）星鹿港線（御厨工区） 道路改築事業

道建-7 （一）渡良浦初瀬線（坪触工区） 道路改築事業

道建-8 （国）382号（樫滝拡幅） 道路改築事業

道建-3 （国）202号（浦頭拡幅） 道路改築事業

道維-1 都市公園事業 金比羅公園

道維-2 都市公園事業 大村市総合運動公園

道維-6 街路事業 新地町稲田町線

道維-4 道路改築事業 西木場女山線（大崎工区）

道維-3 道路改築事業 東長崎縦貫線

道維-5 道路改築事業 住吉湯ノ本線

港湾-1 茂木港改修事業

港湾-2 池島港改修事業事

港湾-3 島原港改修事業事

港湾-4 有川港改修事業

河川-2 湯江川総合流域防災事業

河川-3 佐々川総合流域防災事業

河川－４ 宮村川総合流域防災事業

河川-1 長崎水害緊急ダム事業（浦上ダム）河川-5 相浦川広域河川改修事業

砂防-3 上黒崎地区地すべり対策事業

砂防-１ 矢の平川大規模特定砂防等事業（砂防）
砂防-4 宮ノ原地区地すべり対策事業

砂防-6 大野地区事業間連携砂防等事業（地すべり）

砂防-5 立岩地区事業間連携砂防等事業（地すべり）

砂防-10 有福（３）地区急傾斜地崩壊対策事業

砂防-7 白井岳地区事業間連携砂防等事業（地すべり）

砂防-2 旅手越川（ロ）通常砂防事業

砂防-8 谷江地区地すべり対策事業

砂防-9 東山下地区地すべり対策事業

住宅-3 住宅市街地総合整備事業 稲佐・朝日地区

住宅-4 住宅市街地総合整備事業 江平地区

住宅-2 土地区画整理事業 西ノ原地区

住宅-5 市街地再開発事業 新大工町地区

住宅-1 土地区画整理事業 時津中央第２地区

道建-9 （一）礫石原松尾町停車場線（西工区）道路改築事業



別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R3年度
事業費

R4年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

H23 R2 244

H23 R5 336.1

H24 H30 16.1

H24 R4 15

H23 H28 2.6

H23 R5 4.8

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

令和３年度　再評価対象事業一覧表 令和3年9月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針

(原案)事業名 施設名

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・工法比較を行
い、経済性及び施
工性を総合評価し
た上で工法等を採
用しており、 適
な工法となってい
る（代替案はな
い）。

― 継続

漁港-
2

漁港整備事業 奥浦漁港 県 五島市

防波堤A（改良）　L=100m
S護岸(改良)　L=30m
護岸　L=170m
-3m岸壁　L=50m
-4m岸壁　L=45m
用地　A=7,600m2

他

漁業情勢の急
激な変化

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
戦略2-3_施策2「漁業所得の向上
と持続可能な生産体制の整備」及
びに位置付けられている。

・長崎県地域防災計画 震災対策
編
第12節 緊急輸送活動体制の整備
「5.漁港施設の整備」に位置付けら
れている。（平成30年1月に供用開
始したため、現在の計画では削
除）

・長崎魚市が位置する三重
地域は、水産基地の移転に
加え、団地や商業施設の造
成などにより、計画当時
18,365人（H23）から20,042人
（H30）へ約1割の人口増加を
確認

・地元利用者及び
長崎市から整備促
進の要望を受けて
いる。

1.29 1.25

【プラス要因】
・自動選別機整
備、衛生管理強化
の便益
・岸壁の耐震化に
よる流通損益の回
避効果
・道路交通量の増
加による関連便益
の増
【マイナス要因】
・事業費の増（事
業量の見直し）
・工期の延長（施
工方法の変更
等）
【その他要因】
・原単位の見直し

事業採択後
10年経過

③
252.0 75.0 100（100） 25.8 58.3

漁港-
1

漁港整備事業 長崎漁港 県 長崎市

【三重地区】
-6m岸壁(Ｂ)(改良) 490m
-6m岸壁(Ｃ)(改良) 290m
-4m岸壁(Ａ)(改良) 220m
荷捌所(改良) ２棟　　　　 　　他

【長崎地区】
-5m岸壁(Ｃ)(改良) 180m
道路 590m
橋梁(Ａ) １基
他

・長崎県総合計画チャレンジ2020
9-（4）-5
地震、大雨、台風、高潮などの自
然災害に備えた施設整備など防
災対策の推進に位置付けられて
いる

・長崎市国土強靭化地域計画　1-
3-②「異常気象等による広域かつ
長期的な市街地等の浸水」に位置
付けられている。

・年々勢力を強める台風の影
響を受け、島内の幹線道路
及び市民の生命・財産を害す
る懸念がある

・当地域は日本でも屈指のと
らふぐの生産地として需要が
高まっている。

―
見直し
継続

漁港-
3

漁港海岸整備事業 戸石漁港海岸
長
崎
市

長崎市 延長　L=260m
事業採択後
10年経過

③
2.9

漁船の大型化による漁業活
動の効率化
海洋生物資源の保存管理法
（ＴＡＣ法）に基づく、マグロ（ヨ
コワ）の漁獲規制強化

地元漁協から整備
促進の要望を受け
ている。しかし、海
送能力の向上に伴
う陸送の需要減少
から、臨港道路の
改良については要
望が取り下げられ
た。

1.24 1.83

【プラス要因】
・防風柵の計画追
加によるの受益対
象漁船の増加
【マイナス要因】
・防風柵の計画追
加による事業費の
増額
・工期の延長
【その他要因】
・特になし

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

11.5 76.4 100（100） 0.3 3.3 R2地域別施策展開計画

継続

・地元である牧島
自治会や島内水揚
げ場を利用する水
産業従事者から
は、整備促進の要
望を受けている。

5.30 3.00

【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長（工
事進捗の遅れ）

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・現在事業進捗率
は6割を超えてお
り、断面構造が連
続していることか
ら現状から代替案
に変更することは
できない。

-61.3 100（100） 0.5 1.4

1 / 12 ページ



別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R3年度
事業費

R4年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

令和３年度　再評価対象事業一覧表 令和3年9月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針

(原案)事業名 施設名

H25 R4 75

H25 R6 130

H29 R4 7

H29 R8 16.4

H29 R7 20

H29 R7 36

H24 R1 33

H24 R8 45

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
は無い。

R1 継続

道建-
2

道路改築事業
一般県道富川渓線
（富川工区）

県 諫早市
延長　L=2,800ｍ
幅員　W=5.5（7.0）ｍ

事業採択後
5年経過

④

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-2-(1)-②「高規格幹線道路・地
域高規格道路の整備による高速
ネットワークの構築」に位置付けら
れている。
・島原道路の整備状況
　愛野森山バイパスL=1.8km(H19
～H25完成）
　吾妻愛野バイパスL=1.7km(H22
～H29完成)
　諫早インター工区L=4.3km（H20
～R1完成）
　有明瑞穂バイパスL=10.4km(R2
新規事業化)

・島原道路の一部である諫早
インター工区が令和元年度
に供用しており、有明瑞穂バ
イパスが令和２年度に新規
事業化している。

・地元自治体で構
成する「島原半島
幹線道路網建設促
進期成会」「一般国
道57号等県南地域
幹線道路整備促進
期成会」等により、
島原半島発展のた
め島原道路の早期
整備を要望されて
いる。

1.78 1.49

【プラス要因】
・交通需要推計の
更新（当路線の将
来交通量の増加）

【マイナス要因】
・事業費の増加
・工期の延長

再評価後変更
⑩

73.9 56.8 57(83) 0.5 55.6
道建-

1
道路改築事業

一般国道251号
（出平有明バイパス）

県 島原市
延長　L=3,400m
幅員　W=7.0(12.0)m

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-2-(1)-③「生活に密着した道路
の整備による道路ネットワークの
拡充」に位置づけられている。

・クルーズ船の寄港隻数の増
加やそれに伴う外国人一時
上陸者数の増加により、地域
の観光産業の収益が増大
し、新たな雇用が創出され、
地域活力の向上が期待され
る。
・工区に近接するハウステン
ボスにおいて、特定複合観光
施設（ＩＲ）誘致の取組がなさ
れており、観光産業の更なる
発展が期待される。

- 継続

道建-
3

道路改築事業
一般国道202号
（浦頭拡幅）

県 佐世保市
延長　L=2,000m
幅員　W=13.0(20.0)m

事業採択後
5年経過

④
24.8

―

・水源地域対策特
別措置法に基づく
「指定ダム」として
閣議決定され、同
法に基づく「地域指
定」を受け、「水源
地域整備計画」が
決定されている。
・前述の計画には
地域住民で組織す
る「本明川ダム建
設対策協議会振興
部会」が結成され
ており、道路改良
の要望がされてい
る。

1.21 1.22

【プラス要因】
・洪水氾濫区域の
資産データ統計の
見直しによる資産
の増加

【マイナス要因】
・事業費の増加
・工期の延長

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
はない。

6.2 37.8 22.7(86.5) 2.3 7.9

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-2-(1)-③「生活に密着した道路
の整備による道路ネットワークの
拡充」に位置づけられている。

1.64 1.45

【プラス要因】
・費用便益マニュ
アルの改訂
 →貨物車原単位
（価格）の増加
・江迎鹿町ICラン
プ接続道路の位
置変更による計画
交通量の増
【マイナス要因】
・事業費の増加
・事業期間の延長

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
はない。

- 継続100（100） 1.0 25.5

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-2-(1)-③「生活に密着した道路
の整備による道路ネットワークの
拡充」に位置づけられている。

西九州自動車道、今福IC～
調川IC間が平成29年11月
に、調川IC～松浦IC間が平
成30年12月に供用開始さ
れ、未供用区間の松浦IC～
佐々IC間についても整備中
である。また、佐々IC～大塔
IC間が、現行の２車線（対面）
から、４車線化（片側２車線）
されることにより、県北地域
の産業・経済・文化の更なる
発展が期待されている。

佐世保市から整備
促進を要望されて
いる。

継続

道建-
4

道路改築事業
主要地方道佐々鹿
町江迎線
（鹿町工区）

県 佐世保市
延長　L=2,120m
幅員　W=6.0(7.5)m

事業採択後
10年経過

③
18.5 41.1

佐世保市から整備
促進を要望されて
いる。

2.43 1.25

【プラス要因】
・費用便益マニュ
アルの改訂
 →貨物車原単位
（価格）の増加
【マイナス要因】
・事業費の増加

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
はない。

-68.9 74(80) 4.4 6.8
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別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R3年度
事業費

R4年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

令和３年度　再評価対象事業一覧表 令和3年9月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針

(原案)事業名 施設名

H24 R1 16.2

H24 R6 22.2

H24 H29 7

H24 R4 7.9

H27 R3 15

H27 R8 25

H24 R1 15

H24 R7 30

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
はない。

- 継続

道建-
6

道路改築事業
一般県道星鹿港線
（御厨工区）

県 松浦市
延長　L=1,000m
幅員　L=6.0（9.75）m

事業採択後
10年経過

③

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-2-(1)-③「生活に密着した道路
の整備による道路ネットワークの
拡充」に位置づけられている。

・平戸市内漁獲量１位を誇る
宮ノ浦漁港は近年漁獲量が
増えており、鮮魚運搬車の増
加・大型化が見込まれる。

平戸市から整備促
進を要望されてい
る。

1.22 1.12

【プラス要因】
・費用便益マニュ
アルの改訂
 →貨物車原単位
（価格）の増加
・大型車の増加
【マイナス要因】
・事業費の増
・事業期間の延長

事業採択後
10年経過

③
5.0 22.5 100（100） 1.8 15.4

道建-
5

道路改築事業
主要地方道平戸田
平線
(向月工区)

県 平戸市
延長　L=1,560m
幅員　W=5.5(7.0)m

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-2-(1)-③「生活に密着した道路
の整備による道路ネットワークの
拡充」に位置づけられている。

・壱岐市SDGs未来都市計画
の取り組みの一環として、令
和2年12月に初山地区まちづ
くり協議会が発足し、観光・絶
景PRやコミュニティバス運行
事業への取り組みの機運が
高まり、本路線の生活道路
及び観光路線としての整備
の必要性が強くなった。

- 継続

道建-
7

道路改築事業
一般県道渡良浦初
瀬線
(坪触工区)

県 壱岐市
延長　L=2,300m
幅員　W=5.5(9.25)m

事業採択後
6～9年経過

⑤
7.3

・近年、隣接する地方港湾松
浦港の漁獲量が増加してお
り、水産物の輸送にさらなる
利便性が期待される。

松浦市から整備促
進を要望されてい
る。

1.10 1.04

【プラス要因】
・費用便益マニュ
アルの改訂
 →貨物車原単位
（価格）の増加
・センサス交通量
増による推計交通
量の増
【マイナス要因】
・事業費の増
・事業期間の延長

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
はない。

6.5 82.3 ９２（８７） 0.7 0.7

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-2-(1)-③「生活に密着した道路
の整備による道路ネットワークの
拡充」に位置づけられている。

1.83 1.17

【プラス要因】
・費用便益マニュ
アルの改訂
 →貨物車原単位
（価格）の増加
・バス交通量の増
【マイナス要因】
・事業費の増加
・事業期間の延長

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
はない。

- 継続73（91） 0.6 17.3

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-2-(1)-③「生活に密着した道路
の整備による道路ネットワークの
拡充」に位置づけられている。

―
対馬市から整備促
進を要望されてい
る。

継続

道建-
8

道路改築事業
一般国道382号
（樫滝拡幅）

県 対馬市
延長　L=2,600m
幅員　W=5.5(7.0)m

事業採択後
10年経過

③
12.1 40.3

壱岐市から整備促
進を要望されてい
る。

1.06 1.02

【プラス要因】
・費用便益マニュ
アルの改訂
 →貨物車原単位
（価格）の増加
・整備前後の延長
精査により、便益
の増加
【マイナス要因】
・事業費の増加
・事業期間の延長

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
はない。

-29.2 48（79） 1.0 16.7
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別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R3年度
事業費

R4年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

令和３年度　再評価対象事業一覧表 令和3年9月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針

(原案)事業名 施設名

H29 R2 3

H29 R5 9.5

H24 R3 39.7

H24 R8 39.7

H13 R3 39.5

H13 R10 46

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・代替案の可能性
はない。

- 継続

道維-
1

都市公園i事業 金比羅公園
長
崎
市

長崎市 事業範囲A=21.4ha
再評価後
10年経過

⑨

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-2-(1)-③「生活に密着した道路
の整備による道路ネットワークの
拡充」に位置づけられている。

―
島原市から整備促
進を要望されてい
る。

2.23 1.31

【プラス要因】
・費用便益マニュ
アルの改訂
 →貨物車原単位
（価格）の増加

【マイナス要因】
・事業費の増加
・工期の延長

事業採択後
5年経過

④
3.0 31.3 49（31） 2.3 4.2

道建-
9

道路改築事業
一般県道礫石原松
尾町停車場線
（西工区）

県 島原市
延長　L=880m
幅員　W=5.5(70)m

・大村市総合計画の政策「ゆとりと
潤いのあるまちづくり」に「公園・緑
地の整備」として大村市総合運動
公園の整備が位置づけられている

・大村市立地適正化計画の将来
都市構造において、「自然・レクリ
エーション拠点」として位置づけら
れ、市民・来訪者が自然と親しみ
交流する場とされている

・事業計画地周辺は宅地が
増加している区域であり、人
口に対する公園施設が不足
している

事業計画地周辺における小・
中学校の児童生徒数が多く、
遠足等の学校行事において
も遠くの公園や行き先を分散
するなど苦慮されている

- 継続

道維-
2

都市公園事業
大村市総合運動公
園

大
村
市

大村市
事業面積A＝11.7ha

再評価後
5年経過

⑧
33.1

・現状では、金比羅公園にて
大きな変化は見受けられな
いが、コロナウイルスの影響
などもあり、園路や公園施設
を整備することで、オープン
スペースである金比羅公園も
利用者の更なる増の可能性
がある。

♦地区住民や公園
の中に建立された
金刀比羅神社はも
とより、金比羅公園
で例年春頃に実施
しているハタ揚げ
祭り関連団体であ
る、金比羅公園ハ
タ揚げ振興会から
も、整備の促進が
要望されている。

2.08 2.06
【マイナス要因】
工期の延長

・これまでコスト縮
減を図ってきてお
り、更なる事業効
率化に寄与する
新たな大幅なコス
ト縮減は見込めな
いが、公園部分の
施設（展望台、トイ
レ等）の一部につ
いて、コストの縮
減を検討する。

5.1 12.8 100（100） 3.2 31.4 ・長崎市緑の基本計画

見直し
継続

・大村市では、令和
５年春に全国高校
選抜ソフトボール
大会を予定してい
る。また、現在市内
の体育施設で公式
の大会を誘致でき
る施設は総合運動
公園多目的広場2
面のみであるた
め、体育団体等か
ら早期完了を望む
声が上がっている

・周辺には県内
大規模の小中学校
があり、遠足や学
校行事などに使え
る公園施設が学校
付近に無いため、
学校関係者から近
場で日常的に使え
る総合運動公園の
整備を望まれてい
る

大村市議会及び子
ども議会において、
早期の施設整備の
要望が上がってい
る

3.22 3.04

〔プラス要因〕
・事業面積拡大に
より、魅力値の増
加による直接利用
便益の向上と面
積増加による間接
利用便益の向上
・マニュアル改訂
により便益発生期
間が全体供用開
始から50年とな
り、便益計上期間
が延伸
・現在価値算出に
おける基準年の変
更
〔マイナス要因〕
・事業期間の延長
・労務費や資機材
等の価格上昇

・社会的経済情勢
の変化や地元の
意向を踏まえ、自
然と親しみながら
憩うことができ、周
辺地域の小・中学
生が利用できる休
憩広場まで事業
拡大し、11.70haを
1期事業とする

H2872.0 100（100） 2.6 10.3
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別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R3年度
事業費

R4年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

令和３年度　再評価対象事業一覧表 令和3年9月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針

(原案)事業名 施設名

H28 R2 13.5

H28 R7 13.5

H24 H28 5.1

H24 R6 12

H21 R3 5.4

H21 R6 6.9

H12 R4 41

H12 R9 41

－ 1.85
【マイナス要因】
・工期の延長

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。また、
代替案の可能性
はない。

－ 継続17（87） 1.9 5.1

・東長崎都市基盤施設整備事業
（都市計画道路）
･長崎市都市計画マスターﾌﾟﾗﾝの
中に明記されている｡

社会経済情勢の大きな変化
はない｡

国道３４号の慢性
的な渋滞を緩和す
るため､整備促進
の要望が行われて
いる。

道維-
3

道路改築事業 東長崎縦貫線
長
崎
市

長崎市
延長　L=1,840m
幅員　W=16.5m

事業採択後
6～9年経過

⑤
6.5 48.1

・ここれまで可能
な限りコスト縮減
を図ってきたが、
事業延長
L=1.89kmのうち、
供用済及び工事
着手済の線形改
良済区間が、
L=1.52km（約80%）
となっており事業
効率化に大きく寄
与する新たなコス
ト縮減や代替案の
可能性はない。

－ 継続

道維-
5

道路改築事業
１級市道住吉湯ノ本
線（立石仲工区）

壱
岐
市

壱岐市
道路改築 L=1,640.0m
計画幅員 W=5.5(7.0)m

再評価後変更
⑩

・松浦市総合計画（2020～2029）
実施計画【（5）安心、幸せのまち
「産業や生活の基礎を支える道路
の整備推進」】に位置付けられて
いる。

・西九州自動車道（松浦佐々
道路）が平成26年度に事業
化され、整備が進んでいる。

・平成31年に日本一の水揚
げを誇るアジを生かした「ア
ジフライの聖地」であることを
宣言し県内外から注目を集
め観光客が増加している。

・御厨町大崎地区
振興会（自治会連
合会）から整備促
進の要望を受取っ
ている。

1.10 1.01

【プラス要因】
・計画交通量の増
加
【マイナス要因】
・事業費の増（工
法等変更、材料費
人件費等の単価
増加）土質の相違
に伴う工事内容の
変更）
・用地取得遅延の
工期延長

事業採択後
10年経過

③
9.0 75.0 93（89） 0.7 2.3

道維-
4

道路改築事業
2級市道西木場女山
線（大崎工区）

松
浦
市

松浦市
延長　L=1892m
幅員　W=5.5（9.25）m

・十善寺地区密集住宅市街地整
備促進事業
・都市計画マスタープランの中に
明記されている。
・中心市街地活性化基本計画の
中に明記されている。

社会経済情勢の大きな変化
はない。

Ｈ30 継続

道維-
6

街路事業 出島・南山手地区
長
崎
市

長崎市
延長　L=400m
復員　L=15m

再評価後変更
⑩

31.6

県、市の観光振興策により、
観光バス等の大型車輛の増
加が見込まれている、また、
少子高齢化の加速により、介
護車両、緊急車両等の通行
も増加しており、それに伴い
既設の道路の改良が期待さ
れている。

観光バス、介護車
両等の大型車輛の
通行が多い路線で
あるため、関係団
体や、主に利用さ
れる地元公民館か
らも早期の改良を
求められている。

1.02 1.01

【マイナス要因】
・事業費の増（用
地取得困難による
工法の変更。）
・工期の延長（事
業費増による。）

可能な限り工法の
見直し、コスト削減
に努めており代替
案は困難と考えて
いる。

4.6 66.7 89（90） 0.4 1.9 壱岐市振興実施計画

継続
早期完成が望まれ
ている。

1.26 1.02
【マイナス要因】
・工期の延長

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。また、
代替案の可能性
はない。

H3077.1 91(97) 0.6 8.8
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別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R3年度
事業費

R4年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

令和３年度　再評価対象事業一覧表 令和3年9月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針

(原案)事業名 施設名

H24 H28 4.7

H24 R8 12.9

H24 H28 7

H24 R8 23

H24 H29 21.5

H24 R9 24.5

H24 R2 21

H24 R13 57

4.07 1.53

【マイナス要因】
・事業費の増
・事業期間の延長

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

- 継続100（100） 0.7 5.7

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025基本戦略2-3-③「生
産・流通基盤の強化と漁村の賑わ
い創出に向けた浜の環境整備」に
位置づけられている。

・「浜の活力再生プラン」に取
り組み、漁獲物の販路開拓
や直売所での漁獲物販売量
の増大に取り組んでいる他、
橘湾栽培漁業推進協議会と
連携を図りながら種苗放流
（クマエビ、ヒラメ等）を実施し
資源管理型漁業を実施して
いる。

地元漁協より事業
促進の要望を受け
ている。

港湾-
1

茂木港改修事業 小型船だまり整備 県 長崎市

（茂木地区）
物揚場（-3ｍ）(1) 130m
物揚場（-3ｍ）(2) 180m
泊地(-3m)(1) 12,000m2
泊地(-3m)(2) 14,000m2

事業採択後
10年経過

③
6.5 50.4

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

- 継続

港湾-
3

島原港改修事業
国内物流（耐震）
ターミナル整備

県 島原市

（三会地区）
岸壁(-7.5m)(改良)(耐震）
130m
橋梁（改良）（耐震）1基

事業採択後
10年経過

③

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025基本戦略3-3-⑤「防
災・減災対策のための国土強靭化
の推進」に位置付けられている。

・近隣の高島と端島（軍艦
島）の炭坑が世界文化遺産
の構成資産となったことで、
池島の炭鉱体験が着目さ
れ、体験ツアー参加者の増
加が見込まれる。

・長崎市及び定期
航路事業者より事
業促進の要望を受
けている。

2.14 1.21
【マイナス要因】
・事業費の増
・事業期間の延長

事業採択後
10年経過

③
10.7 46.5 100（100） 2.4 9.9

港湾-
2

池島港改修事業 離島ターミナル整備 県 長崎市
（池島地区）
北防波堤60m
南防波堤(改良)100m

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025基本戦略3-3-⑤「防
災・減災対策のための国土強靭化
の推進」に位置付けられている。

世界遺産（長崎と天草地方の
潜伏キリシタン関連遺産）の
登録にあわせて、長崎航路
が新規開設されている。

- 継続

港湾-
4

有川港改修事業 離島ターミナル整備 県
新上五島

町
（有川地区）
防波堤（改良）740ｍ

事業採択後
10年経過

③
16.0

・H23発生の東日本大震災、
H28発生の熊本地震等、近
年頻発している大規模地震
等の災害に備え、防災拠点と
しての港湾整備の必要性が
高まっている。

・岸壁利用者等よ
り事業促進の要望
を受けている。

1.52 1.15
【マイナス要因】
・事業費の増
・事業期間の延長

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

1.2 5.0 100（100） 0.1 23.2

・長崎県総合計画チェンジ＆チャ
レンジ2025基本戦略3-3-⑤「防
災・減災対策のための国土強靭化
の推進」に位置付けられている。

継続

・新上五島町及び
定期航路事業者よ
り事業促進の要望
を受けている。

1.82 1.10

【プラス要因】
・取扱貨物量の増
・旅客数の増
【マイナス要因】
・事業費の増
・事業期間の延長

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコストは見込め
ない。

-28.1 100（100） 1.5 39.5
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別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R3年度
事業費

R4年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

令和３年度　再評価対象事業一覧表 令和3年9月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針

(原案)事業名 施設名

S58 R7 740

S58 R11 740

H4 H38 17

H4 R8 17

S36 R5 84.1

S36 R10 89.1

S40 R5 27

S40 R7 32

1.64 1.34

【プラス要因】
・なし

【マイナス要因】
・工期の延長

【その他の要因】
・治水経済調査マ
ニュアル（案）の改
定（R2.4）
・各種資産評価単
価及びデフレー
ターの改正（R2.4）

・治水の観点か
ら、代替案を比較
検討し、 も優位
な案を現計画案と
評価している。

・設計段階や工事
段階においても、
工法の工夫や新
技術の積極的な
採用により、今後
も引き続き、コスト
縮減を図っていく。

H28 継続91（99） 1.9 175.5

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2015
　3-3、3、⑤　「防災・減災対策の
ための国土強靭化の推進」に位置
図けられている。

・浦上川水系河川整備基本方針

・浦上川水系河川整備計画

・貯水池掘削における施工計
画の見直しに伴う工期延長

・地元からは、浦上
川の治水対策の早
期完成が望まれて
いる。

河川-
1

長崎水害緊急ダム
事業

西山ダム
中尾ダム
本河内ダム
浦上ダム

県 長崎市
新設１ダム
改築３ダム

再評価後
5年経過

⑧
562.6 76.0

・可能な限りコスト
縮減を図る。
・代替案の可能性
はない。

H28 継続

河川-
3

総合流域防災事業 佐々川 県
佐世保市
佐々町

工事延長L=6,230m
河道拡幅、河床掘削、護岸整
備、橋梁架替、堰改築等

再評価後変更
⑩

長崎県総合計画チャレンジ2020
9-（4）-5「地震、大雨、台風、高潮
などの自然災害に備えた施設整
備など防災対策の推進」に位置付
けられている。

・想定氾濫区域内の住宅地
及び事業所の変化はなく、依
然として多くの存在しているこ
とから、 住民から早期完成
が望まれている。

・島原市及や地元
住民より整備促進
の要望が行なわれ
ている。

1.35 1.77

【プラス要因】
・特になし
【マイナス要因】
・特になし
【その他要因】
・治水経済調査マ
ニュアルの改定
（被害率の増加）
・資産評価単価及
びﾃﾞﾌﾚｰﾀｰの改定
（プラス側要因ｏｒ
マイナス側要因）

再評価後
5年経過

⑧
5.9 34.7 67（66） 0.0 11.1

河川-
2

総合流域防災事業 湯江川 県 島原市
L=1,200m
河床掘削、護岸整備、堰・落差
工改築、橋梁架替等

・長崎県総合計画チャレンジ2020
9-(4)-5「地震、大雨、台風、高潮
などの自然災害に備えた施設整
備など防災対策の推進」に位置付
けられている。

・小規模の住宅地が造成され
ているが大きな人口の変動
はない。

H30 継続

河川-
4

総合流域防災事業 宮村川 県 佐世保市
改修延長　L=2,500m
河道拡幅、築堤、護岸、河床掘
削、橋梁の架替等

再評価後変更
⑩

28.0

・想定氾濫区域内には、密集
市街地や商業施設が多く存
在し、下流部に農地が存在
し、過去に多数の家屋の浸
水被害が発生していることか
ら、住民から早期完成が望ま
れている

・佐世保市及び
佐々町や地元住民
より整備促進の要
望が行なわれてい
る。

9.89 10.72

【プラス要因】
・特になし
【マイナス要因】
・総事業費の増加
・工期の延長
【その他要因】
・治水経済調査マ
ニュアルの改定
（被害率の増加）
・資産評価単価及
びﾃﾞﾌﾚｰﾀｰの改定
（プラス側要因ｏｒ
マイナス側要因）

・可能な限りコスト
縮減を図る。
・代替案の可能性
はない。

83.1 93.3 98（99） 0.3 5.7

長崎県総合計画チャレンジ2020
9-（4）-5「地震、大雨、台風、高潮
などの自然災害に備えた施設整
備など防災対策の推進」に位置付
けられている。

継続

・洪水氾濫被害に
対する安全確保の
ため、河川改修事
業の早期完成が望
まれる。

6.47 8.08

〔プラス要因〕
・家屋増加と世帯
数の増加
〔マイナス要因〕
・事業費の増加と
工期延長

・可能な限りコスト
縮減を図る。
・代替案の可能性
はない。

H3187.5 90（88） 0.7 3.3
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別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R3年度
事業費

R4年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

令和３年度　再評価対象事業一覧表 令和3年9月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針

(原案)事業名 施設名

H26 R5 98.5

H26 R15 98.5

H24 H29 5

H24 R8 7

H24 H28 3

H24 R8 3

H24 H29 3.5

H24 R8 9.57

5.62 5.28

【プラス要因】
・特になし
【マイナス要因】
・資産数量の減少
【その他要因】
・マニュアル改定
（プラス要因）

・可能な限りコスト
縮減を図る。
・代替案の可能性
はない。

- 継続- 0.3 88.2

・長崎県総合計画チャレンジ2020
9-(4)-5
地震、大雨、台風、高潮などの自
然災害に備えた施設整備などの
防災対策の推進に位置づけられ
ている。

・西九州自動車道や相浦ICも
建設され、佐世保市のﾍﾞｯﾄﾀ
ｳﾝとして、急速に都市化が進
んでいる。

・洪水氾濫被害に
対する安全の確保
のため事業の早期
完成が望まれてい
る。

河川-
5

河川改修事業 相浦川 県 佐世保市
改修延長L=5,040m
河床掘削、引堤、護岸整備及び
堰改築等

事業採択後
6～9年経過

⑤
10.0 10.2

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。
・代替案の可能性
はない。

－ 継続

砂防-
2

旅手越川（ロ）通常
砂防事業

砂防施設 県
新上五島

町
砂防堰堤工 1基
渓流保全工 1式

事業採択後
10年経過

③

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-3-3「災害に強く、命を守る強靭
な地域づくり」に位置付けられてい
る。

・道路等の保全対象施設に
変化もなく、人口変動も少な
い。

地元より早期の事
業概成を求められ
ている。

3.82 4.41

【プラス要因】
・保全人家数の増
【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長
【その他要因】
・費用便益分析マ
ニュアルの改定
（プラス側）

事業採択後
10年経過

③
2.4 33.9 100（100） 0.5 4.2

砂防-
1

矢の平川大規模特
定砂防事業（砂防）

砂防施設 県 長崎市
砂防堰堤工　１基
渓流保全工　L=120ｍ

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-3-5「災害に強く、命を守る強靭
な地域づくり」に位置付けられてい
る。

・保全人家の減少(36戸→33
戸)

－ 継続

砂防-
3

上黒崎地区地すべり
対策事業

地すべり防止施設 県 長崎市

集水井工　7基
集水ボーリング工　77本
排水ボーリング工　7本
横ボーリング工　27本
杭打工　120本

事業採択後
10年経過

③
2.9

・小学校が廃校となり、老人
福祉施設が１施設追加され
た。

地元より早期の事
業概成を求められ
ている。

6.55 4.32

【プラス要因】
・老人福祉施設の
追加
【マイナス要因】
・小学校の廃校
・工期の延長
【その他要因】
・費用便益分析マ
ニュアルの改定
（プラス側）

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。
・代替案の可能性
はない。

0.5 15.7 60（60） 0.1 2.4

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-3-4「災害に強く、命を守る強靭
な地域づくり」に位置付けられてい
る。

継続
地元より早期の事
業概成を求められ
ている。

1.86 3.27

【プラス要因】
・各種評価額の変
更
【マイナス要因】
・工事費の増
・工期の延長
・保全人家数の減
少
【その他要因】
・費用便益分析マ
ニュアルの改定
（プラス側）

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。
・代替案の可能性
はない。

-30.5 43（43） 0.4 6.2
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別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R3年度
事業費

R4年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

令和３年度　再評価対象事業一覧表 令和3年9月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針

(原案)事業名 施設名

H24 R4 5.69

H24 R6 3.9

H19 R5 38

H19 R10 38

H8 R8 13

H8 R11 17

S57 R5 14

S57 R10 18

7.24 23.50

【プラス要因】
・各種評価額の変
更
・保全人家数の増
・事業費の減
【マイナス要因】
・工期の延長
【その他要因】
・費用便益分析マ
ニュアルの改定
（プラス側）

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。
・代替案の可能性
はない。

- 継続100（100） 1.0 0.9

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-3-6「災害に強く、命を守る強靭
な地域づくり」に位置付けられてい
る。

・保全人家の増(97戸→103
戸)

地元より早期の事
業概成を求められ
ている。

砂防-
4

宮ノ原地区事情間連
携砂防等事業（地す
べり）

地すべり防止施設 県 南島原市

集水井工　1基
集水ボーリング工　13本
排水ボーリング工　  1本
横ボーリング工　　25本
杭打工　　　　　　45本

事業採択後
10年経過

2.0 51.8

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。
・代替案の可能性
はない。

H28 継続

砂防-
6

大野地区事業間連
携砂防等事業（地す
べり）

地すべり防止施設 県 佐世保市

集水井　19基
集水ボーリング工　374本
排水ボーリング工　19本
横ボーリング工　39本

再評価後変更
⑩

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-3-9「災害に強く、命を守る強靭
な地域づくり」に位置付けられてい
る。

・保全人家の増(433戸→512
戸)

地元より早期の事
業概成を求められ
ている。

10.90 10.96

【プラス要因】
・保全人家数の増
【マイナス要因】
・工期の延長

再評価後
5年経過

⑧
20.3 53.4 20（20） 0.6 17.1

砂防-
5

立岩地区事業間連
携砂防等事業（地す
べり）

地すべり防止施設 県 松浦市
排水トンネル１式
集水井工36基

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-3-8「災害に強く、命を守る強靭
な地域づくり」に位置付けられてい
る。

・道路等の保全対象施設に
変化もなく、人口変動も少な
い。

R1 継続

砂防-
7

白井岳地区事業間
連携砂防等事業（地
すべり）

地すべり防止施設 県 松浦市

集水井工　9基
集水ボーリング工　137本
横ボーリング工　86本
杭打工　176本
アンカー工　125本

再評価後変更
⑩

12.5

・保全人家の増(1672戸→
1715戸)

地元より早期の事
業概成を求められ
ている。

50.76 44.09

【プラス要因】
・各種評価額の変
更
・保全人家数の増
【マイナス要因】
・工事費の増
・工期の延長

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。
・代替案の可能性
はない。

10.8 63.2 73（73） 0.8 5.4

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-3-7「災害に強く、命を守る強靭
な地域づくり」に位置付けられてい
る。

継続
地元より早期の事
業概成を求められ
ている。

5.51 4.15

【プラス要因】
・各種評価額の変
更
【マイナス要因】
・工事費の増
・工期の延長

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。
・代替案の可能性
はない。

R169.7 56(56) 0.5 5.0
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別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R3年度
事業費

R4年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

令和３年度　再評価対象事業一覧表 令和3年9月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針

(原案)事業名 施設名

H24 R3 4.29

H24 R8 8

H24 H29 6.9

H24 R6 9.7

Ｈ24 H27 1.5

H24 R8 4.5

H13 R11 138.4

H13 R11 155

2.75 6.43

【プラス要因】
・各種評価額の変
更
【マイナス要因】
・事業費の増
・工期の延長
【その他要因】
・費用便益分析マ
ニュアルの改定
（プラス側）

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。
・代替案の可能性
はない。

- 継続100（100） 1.3 1.4

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-3-10「災害に強く、命を守る強
靭な地域づくり」に位置付けられて
いる。

・道路等の保全対象施設に
変化もなく、人口変動も少な
い。

地元より早期の事
業概成を求められ
ている。

砂防-
8

谷江地区地すべり対
策事業

地すべり防止施設 県 壱岐市
横ボーリング工N=243本
杭打工N=132本

事業採択後
10年経過

③
5.3 66.5

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。
・代替案の可能性
はない。

- 継続

砂防-
10

有福（3）地区急傾斜
地崩壊対策事業

急傾斜地崩壊対策
施設

県 佐世保市
現場吹付法枠工　A=5,000㎡待
受擁壁工　L=20m

事業採択後
10年経過

③

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-3-11「災害に強く、命を守る強
靭な地域づくり」に位置付けられて
いる。

・保全人家の減少(97戸→95
戸)

地元より早期の事
業概成を求められ
ている。

6.91 8.17

【プラス要因】
・各種評価額の変
更
【マイナス要因】
・保全人家減少
・事業費の増
・工期の延長

事業採択後
10年経過

③
6.3 64.7 100（100） 1.2 2.2

砂防-
9

東山下地区地すべり
対策事業

地すべり防止施設 県 対馬市

横ボーリング工　N=145本
杭打工　N=97本
押え盛土工　V=1236m3
かご枠工　A=60m2

・第6次時津町総合計画(R2策定)
の基本計画、土地利用・市街地整
備の項目に位置付けられている。

・時津町都市計画マスタープラン
(平成24年策定）の土地利用基本
方針に位置付けられている。

・時津町立地適正化計画における
居住誘導施策として位置付けられ
ている。

・都市基盤の整備により住宅
地としての魅力が高まったた
め、使用収益を開始した地域
では人口・世帯の流入が続
き、取引価格が上昇してい
る。

・平成２２年の着工以降、事
業が順調に進展している一
方で、地権者の高齢化が進
んでいることから、一刻も早
い事業完了を望む声が強く
なっている。

- 継続

住宅-
1

土地区画整理事業 時津中央第２地区
時
津
町

時津町

施行面積　Ａ＝20.3ｈａ
建物移転　Ｎ＝315戸
宅地造成　Ａ＝13.9ｈａ
道路築造　Ｌ＝6,860ｍ
公園　Ａ＝0.6ｈａ
平均減歩率　24.23％

再評価後変更
⑩

119.8

・保全人家の減少(15戸→14
戸)

地元より早期の事
業概成を求められ
ている。

2.33 2.46

【マイナス要因】
・保全人家減少
・事業費の増
・工期の延長
【その他要因】
・費用便益分析マ
ニュアルの改定
（プラス側）

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。
・代替案の可能性
はない。

0.2 4.4 30（30） 0.1 4.2

・長崎県総合計画チェンジ&チャレ
ンジ2025
3-3-12「災害に強く、命を守る強
靭な地域づくり」に位置付けられて
いる。

継続
・事業の早期完了
が望まれている。

1.04 1.01

【プラス要因】
・地価の上昇
【マイナス要因】
・労務費や資機材
等の価格上昇に
よる事業費の増

・造成済みの町仮
換地と、これから
移転する地権者
の仮換地を交換
し、移転方法を直
接移転とすること
で、仮住居費用等
の移転補償費削
減を図っている。

・代替案の可能性
はない。

R277.3 - 12.7 22.5
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別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R3年度
事業費

R4年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

令和３年度　再評価対象事業一覧表 令和3年9月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針

(原案)事業名 施設名

H8 R3 64.9

H8 R13 64.9

H10 R3 46.5

H10 R8 46.5

H9 R3 55.6

H9 R8 62.6

1.02 1.02

【プラス要因】
・地価の下落率改
善による便益の増
【マイナス要因】
・道路、宅地整備
による工事費の増

・区域内の発生土
を区域内の造成
に流用しコスト縮
減を図る。

・代替案の可能性
は無い。

R2 継続- 1.5 43.0

・波佐見都市計画区域マスタープ
ラン（H27.12改訂）において、「市
街地整備の目標」として事業が位
置づけられている。

・第5次波佐見町総合計画（H25年
策定）及び第10次波佐見町基本
計画（H30年策定）の「都市基盤の
整備」に位置づけられている。

・公共下水道事業の認可区域に
なっており、当事業の進捗に沿っ
て実施されている。

・当地区にある歴史的建造物
や旧製陶所をリノベーション
したカフェ等が注目されてお
り、県内外からの観光客が増
加している。

・事業の早期完了
が望まれている。

住宅-
2

土地区画整理事業 西ノ原地区

波
佐
見
町

波佐見町

区域面積：16.6㏊
建物移転：132戸
宅地造成：11.6㏊
道路築造：3,987.7m
公園・緑地：0.7㏊

再評価後変更
⑩

20.4 31.4

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・道路整備のうち1
路線は約91％が
完了しており、現
段階での代替案
の可能性はない。
もう1路線について
代替案を検討中で
ある。

Ｈ24 継続

住宅-
4

住宅市街地総合整
備事業

江平地区
長
崎
市

長崎市

道路（857ｍ）、小公園（5箇所、
2,700ｍ2）、老朽建築物等の除
却（29戸）、建替促進（21戸）、
関連公共施設（2,226ｍ）　等

再評価後
10年経過

⑨

・長崎市第四次総合計画
E5-3「住環境の改善及び再生を図
ります」

平成27年から令和2年の5年
間で、人口は10％減、世帯数
は7％減、高齢化率は3％増
している。

平成8年度にまち
づくり協議会が発
足し、活動を継続
的に行っている。
まちづくりや事業目
的の認識も高く、事
業推進のための理
解・協力は十分で
ある。

1.10 1.11

【プラス要因】
・路線価の上昇に
よる公共施設整備
による住環境向上
効果の向上
【マイナス要因】
・事業期間の長期
化による維持管理
費の増加

再評価後
10年経過

⑨
19.5 41.9 58（58） 0.0 27.0

住宅-
3

住宅市街地総合整
備事業

稲佐・朝日
長
崎
市

長崎市

道路（1,110ｍ）、小公園（6箇
所、7,100ｍ2）、老朽建築物等
の除却（124戸）、建替促進（188
戸）　等

H23
見直し
継続

平成27年から令和2年の5年
間で、人口は10％減、世帯数
は7％減、高齢化率は6％増
している。

平成8年度にまち
づくり協議会が発
足し、活動を継続
的に行っている。
まちづくりや事業目
的の認識も高く、事
業推進のための理
解・協力は十分で
ある。

1.59 1.00

【マイナス要因】
・路線価の減少
・事業期間の長期
化による維持管理
費の増加

・着手している生
活道路は完了して
おり、その他の路
線については代替
案を検討中であ
る。

・江平浜平線につ
いては、これまで
可能な限りコスト
縮減を図ってきて
おり、事業効率化
に大きく寄与する
新たなコスト縮減
は見込めない。

41.6 66.5 56(62) 2.0 19.0
・長崎市第四次総合計画
E5-3「住環境の改善及び再生を図
ります」
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別記６（再評価）<別記　６>

事業費

着工 完了 （億円）
前年度迄
事業費

進捗率
用地
進捗率

R3年度
事業費

R4年度
以降事業費

（億円） (%)
(%)
※３

（億円） （億円）
当初
※１

現行

社会経済
情勢の変化

地元等
の意向

費用対効果分析 コスト縮減
及び

代替案立案の
可能性の有無

Ｂ／Ｃ
分析基礎の
要因の変化

事業
主体

事業箇所 事業概要

工  期 事業進捗の状況及び見込み

上位計画への位置づけ、
関連事業の状況

上段：当初※１
下段：変更

令和３年度　再評価対象事業一覧表 令和3年9月作成

整理
番号

事業計画

再評価の
理由※２

再評価の視点

前回
審議
年度

対応
方針

(原案)事業名 施設名

H29 H33 162.8

H29 R4 174

次の上位計画に位置付けられて
いる。
・長崎市第４次総合計画
・長崎市都市計画マスタ－プラン
・長崎市中心市街地活性化基本
計画（第２期）

・保留床の公募状況におい
て、新型コロナウィルス感染
症の影響から、企業は厳しい
経営環境が続いており、新規
出店を控えているとの意見が
多くみられる。

住宅
-5

市街地再開発事業
新大工町地区市街
地再開発事業

長
崎
市

長崎市

施行地区の規模 約0.72ha
延べ床面積 約47,500㎡
　店舗 約7,500㎡
　集合住宅 約25,900㎡
   (240戸)
　業務施設 約2,300㎡
　駐車場 339台
(北街区108台,南街区231台)

再評価後変更
⑩

79.2 継続

・市街地再開発事
業により交流人口
及び定住人口の拡
大を図り、地域活
力の維持向上と賑
わいの創出、まち
なか居住や回遊性
の向上に寄与する
ものとして、期待が
寄せられている。

・古くから親しまれ
た「市場」は閉場さ
れたが、施行者は
新たな商業施設に
「市場」を配置する
ことを検討してお
り、地元からも期待
の声が聞かれる。

1.58 1.52

【プラス要因】
・事業進捗の結
果、施設整備費等
が減となった。

【マイナス要因】
・年間維持管理費
が上昇したため、
便益が減となっ
た。（便益＝総収
入－総支出〔維持
管理費〕）
・従前資産評価額
の確定に伴い、用
地費及び建物買
収費が増となっ
た。

【その他の要因】
・平成30年度に費
用便益分析マニュ
アルが改訂され、
便益が増加した。

・これまで可能な
限りコスト縮減を
図ってきており、
事業効率化に大
きく寄与する新た
なコスト縮減は見
込めない。

・建築物２棟の内
１棟は完成し、残
る１棟も来年度完
成予定のため、代
替案の可能性は
ない。

H2945.5 - 82.1 12.7
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令和3年9月作成

担当部 担当課 対象事業数 備  考
土木部 5

都市政策課 0
道路建設課 1
道路維持課 2
港湾課 1
河川課 1
砂防課 0
住宅課 0

合　計 5

令和3年度　事後評価対象事業数一覧



位 置 図

（別記５）

令和３年度 事後評価対象事業位置図

●： 漁港漁場課
●： 農村整備課
●： 森林整備室
●： 水環境対策課
●： 都市政策課
●： 道路建設課
●： 道路維持課
●： 港湾課
●： 河川課
●： 砂防課
●： 住宅課

凡例

道建-1 （主）諫早飯盛線（土師野尾工区） 道路改築事業

道維-1 街路事業 小ヶ倉蛍茶屋線

港湾-１ 松浦港廃棄物処理事業

港湾-2 口ノ津港海岸保全事業

河川-１ 大明寺川総合流域防災事業



別記７（事後評価）
＜別記　７＞

令和3年9月作成

事業費

着工 完了 （億円）

【再評価時（H27）】
・ B／C　 　1.43
・工　 期　　H28
・事業費　　10.53億円
・交通量　　10,950台/日

【事後評価時】
→　　1.23
→　　H28
→　　10.90億円
→　　10,347台/日

【再評価時（H20）】
・ B／C　 　2.17
・工　 期　　H21
・事業費　　180.7億円
・交通量　　8,000台/日

【事後評価時】
→　　1.88
→　　H28
→　　185.5億円
→　　16,553台/日

令和３年度　事後評価対象事業一覧表

該当基準
整理番
号 事業名／施設名

事業計画

事業
箇所

事業概要
工  期 事後評価の評価項目

10.9
延長L=1,010m
幅員W=6.0(10.25)m

対応方針（原案）

道建-1
道路改築事業
主要地方道諫早飯盛線
（土師野尾工区）

南諫早産業団地の建設（H29開始、R3.3末1工区完成）により今後、交通量の増加が見込まれる。

道路改良により、車両および歩行者の安全性が確保された。
島原道路・栗面ICへのアクセス性の向上が図られている。

事業の効果の発現状況

諫早市 H28

当該事業に係わる対応方針

H24
事業実施による環境の変化

社会経済情勢の変化

再評価実施

全体事業費
10億円以上

事業完了後
5年経過

ー

同種事業に係わる対応方針

再評価実施

全体事業費
10億円以上

事業完了後
5年経過

・県道小ヶ倉蛍茶屋線との接続が平成18年に完了した。
・主要地方道　長崎南環状線との相乗効果により、国道499号の交通負荷の更なる軽減が期待される。

・南部方面、東部方面の通勤時間帯の移動時間の減少に寄与している。
・新たなバスの通過ルートとなった。
・当路線の沿線に新たな商業施設等ができるなど、土地利用が活性化した。

事業の効果の発現状況

特になし。

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化

再度の事後評価及び改善の必要はないと考える。 特になし。

地域住民や関係機関との連携が不可欠であり、相互理解を得ながら事業を進めること
が必要と考える。

道路整備に伴い、車両走行性の向上および利用者の安全性確保が図られており、事業
の効果が確認できることから、今後の事後評価、改善措置の必要はない。

当該事業に係わる対応方針 同種事業に係わる対応方針

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性） （同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性）

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性） （同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性）

対応方針（原案）

社会経済情勢の変化

S63 事業実施による環境の変化

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化

H28 185.5億円道維-1 小ヶ倉蛍茶屋線 長崎市
延長　2,960m
幅員　13m
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別記７（事後評価）
＜別記　７＞

令和3年9月作成

事業費

着工 完了 （億円）

令和３年度　事後評価対象事業一覧表

該当基準
整理番
号 事業名／施設名

事業計画

事業
箇所

事業概要
工  期 事後評価の評価項目

【再評価時（H26）】
・ B／C　 　1.05
・工　 期　　H28
・事業費　　20.4億円

【事後評価時】
→　　1.03
→　　H28
→　　20.6億円

【再評価時（H23）】
・ B／C　 　9.01
・工　 期　　H28
・事業費　　28.2億円

【事後評価時(R3)】
→　　8.32
→　　H28
→　　28.7億円

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性） （同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性）

松浦港廃棄物処理事業により、公共残土（浚渫土、陸上残土）の処分にかかるコスト縮
減が図られ、また埋立後の造成地には公園整備をR2より実施しており、さらに松浦市役
所御厨支所及び御厨公民館の建設地として計画されており、本事業の効果がみられ、
今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性はないと判断している。

港湾-1 松浦港廃棄物処理事業 松浦市 埋立護岸　L=430m H13

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化

事業の効果の発現状況

松浦港廃棄物処理事業により、公共残土（浚渫土、陸上残土）の処分にかかるコスト縮減が図られた。
また、埋立の完了に伴い新たな土地が造成され資産が創出された。

事業実施による環境の変化

なし

社会経済情勢の変化

・事業による埋立後の造成地について、令和2年度より緑地（防災緑地）の整備をすすめており、今後、賑わいの創出が期待されるとともに災害時は防災拠点としての役割を果
たす。
・造成地の一部は、松浦市の支所及び公民館が計画されている。

対応方針（原案）

当該事業に係わる対応方針 同種事業に係わる対応方針

対応方針（原案）

当該事業に係わる対応方針 同種事業に係わる対応方針

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性） （同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性）

本事業の見直しの必要性はないが、今後の同種事業においては、関係機関と連携し適
切な事業監理に努め、事業効果が早期に発現されるよう早期完成に努める。

港湾-2 口ノ津港海岸保全事業
南島原

市

（大屋地区）
護岸（補強）　1,285m
樋門（改良）　1基

（口ノ津地区）
護岸（改良）　  300m

S62 H28 28.7

再評価実施

全体事業費
10億円以上

事業完了後
5年経過

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化

事業の効果の発現状況

・高潮、波浪等による浸水及び侵食から背後民家等の資産を守っている。
・防護区域：18.5ha
・防護家屋等：197棟

事業実施による環境の変化

・特になし

社会経済情勢の変化

事業実施により背後地域の安全性が向上したことで、新たな事業所の立地もあり、地域の活性化に寄与したものと判断される。

H28 20.6

再評価実施

全体事業費
10億円以上

事業完了後
5年経過

・費用対効果について8.32と十分にあり、高潮・波浪等による被害も発生していないな
ど、事業の効果が十分にみられ、今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性はな
いと判断している。

本事業の見直しの必要性はないが、今後の同種事業においては、関係機関と連携し適
切な事業監理に努め、事業効果が早期に発現されるよう早期完成に努める。
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別記７（事後評価）
＜別記　７＞

令和3年9月作成

事業費

着工 完了 （億円）

令和３年度　事後評価対象事業一覧表

該当基準
整理番
号 事業名／施設名

事業計画

事業
箇所

事業概要
工  期 事後評価の評価項目

【再評価時（H25）】
・ B／C　 　　　1.78
・工　 期　　　　H27
・事業費　　　　29.6億円
・浸水家屋数　33棟（確率30年）

【事後評価時】
→　　1.87
→　　H28
→　　27.9億円
→　　33棟（確率30年）

河川-1
総合流域防災事業
大明寺川

西海市
改修延長L=1，800m
築堤、掘削、護岸、橋梁架替
等

S55 H28 27.9

再評価実施

全体事業費
10億円以上

事業完了後
5年経過

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化

事業の効果の発現状況

治水安全度の向上　１/１5程度（改修前）→１/３０（改修後）
河川改修後（平成28年度）以降、長崎地方気象台で計画時間雨量89.1mm/ｈｒに近い降雨を平成30年に観測（77mm/ｈｒ）しているが、洪水被害は発生していない。
アンケート調査の結果、約７０％の住民が河川改修の効果を感じている。

事業実施による環境の変化

社会経済情勢の変化

当事業は、河川の氾濫防止を目的としている。河床掘削、護岸整備、橋梁架替等の事
業が完了したことで流下能力が改善されており、当面の改善措置は必要ない。
事業目的に見合った事業効果の発現が確認されており、更なる事後評価の必要はな
い。

同種事業においては、適切な事業管理に努め、事業効果が早期に発現されるよう早期
完成に努める。

特に開発計画もなく、人口の変動も少ない。

対応方針（原案）

当該事業に係わる対応方針 同種事業に係わる対応方針

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性） （同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性）
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